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福井県

福井県では、精神障害者が、地域で、必要な医療、福祉、介護、住まい、就労等が
包括的に確保できるシステムの構築を目指します。

第１回 アドバイザー・都道府県等担当者合同会議「事前課題」シート

精神障害者にも対応した地域包括ケア
システムの構築を目指して
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福井県

１ 県又は政令市の基礎情報

基本情報（都道府県等情報）

福井県

取組内容

・

・

福井・坂井圏域
市 町 数 ４
人 口 401,678人
身体障害者 19,271人
知的障害者 3,078人
精神障害者 3,054人

丹 南 圏 域
市 町 数 ５
人 口 183,291人
身体障害者 9,089人
知的障害者 1,488人
精神障害者 1,219人

奥 越 圏 域
市 町 数 ２
人 口 55,956人
身体障害者 3,542人
知的障害者 606人
精神障害者 637人

＜基本情報入力シート＞

（※「■網掛け」部分及び「●」部分に半角数字で入力してください）

／
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か所／障害圏域数

か所

回／年2

か所／市町村数

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築に向けた保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場の設置状況（H31年4月時点）

（自立支援）協議会の開催頻度（H30年度）

精神領域に関する議論を

行う部会の有無
有・無

有・無

有・無

有・無

（自立支援）協議会の開催頻度

都道府県

障害保健福祉圏域

市町村

69.0

63.5

1,062

6

か所

％

％

％

か所

か所

か所

85

（％：構成割合）

659

403

226

384

23.0

市町村

退院率（H29年6月時点）

障害保健福祉圏域数（H31年4月時点）

市町村数（H31年4月時点）

人口（H31年4月時点）

精神科病院の数（H31年4月時点）

人

人

1,672 人

精神科病床数（H30年6月時点）

（H29年6月時点）
３か月未満（％：構成割合）

１年以上（％：構成割合）

３か月以上１年未満

17

4

769,548

15

2,130

保健所数（H31年4月時点）

相談支援事業所数

（H31年4月時点）

自治体名（記入してください→）

一般相談支援事業所数

うち６５歳未満

うち６５歳以上

合計

特定相談支援事業所数

入院後３か月時点

入院後６か月時点

入院後１年時点

基幹相談支援センター数

福井県

24

10

92.0

89.0

13.5

か所

％

人

％

人

％

人

床

病院

人
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

福井県

/ち

地域移行・地域定着支援関係者研修
自立支援協議会
・福祉人材確保部会

就労支援
・賃金向上

精神科救急医療体制の整備
・医療相談
・精神科救急情報センター
・時間外の医療体制の整備
・身体合併救急医療の確保

保健所における通報等緊急時の対応
措置入院者等の退院後の支援
精神保健相談
本人・家族支援

保健・予防

障害福祉

医療提供

医療費の助成
住まいの場の確保

生活
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福井県

３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

〇地域移行
・地域移行支援事業（Ｈ１８年度～２３年度）
（１）地域移行支援事業検討会議の設置
（２）地域体制整備コーディネーターの配置
（３）地域移行支援協議会の設置
（４）クリティカルパスの作成

・地域相談支援事業への移行（Ｈ２４年度～）
・自立支援協議会地域移行部会等での検討
・相談支援従事者専門コース別研修（地域移行・地域定着）の開催

・措置入院患者の退院後支援（Ｈ３０年度～）
（１）研修会の開催
（２）退院支援計画の作成

〇医療体制
・精神科救急情報センター設置（Ｈ２２年度～）
・身体合併症救急医療の確保（Ｈ２９年度～）者専門コース別研修（地域移行・定着）相談支援
従事者専門コース別研修（地域移行・定着）談支援従事者専門コース別研修（地域移行・定着）



5

福井県

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果

＜平成30年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標 目標値
（H30年度当初）

実績値
（H30年度末）

具体的な成果・効果

①地域移行に関する人材の育成 100名 109名 研修企画のワーキング委員会を3回開催し、
相談員等のレベルアップを図った。

②精神障害者の退院後支援研修会の開催 2回 2回 医師、看護師、ＰＳＷ、訪問看護師、相談支
援専門員等 172名参加

③退院後支援の計画作成 10件 12件 9月に研修会を開催し、その後、随時対象者
を選定(25名）し、21人から同意を得て、30年
度末で12件の計画を作成した。
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福井県

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

【特徴（強み）】
保健所が中心となり、管内の精神障害者の医療へのつなぎや退院後の支援、治療中断の防止など医療機関や相談支援事業所、訪問

看護等と連携して支援をしている。

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

退院３か月後の再入院率が高
い。

・精神障害者の退院後支援の実施

・保健所を中心に、医療機関や地域の支援
事業所等と協議し、治療中断予防のための
リスクアセスメントを作成（１保健所）

行政 ・帰住地の保健所が中心となり、措置入院患者
の退院後の支援計画を作成し、関係機関と計
画に沿った支援を行う。

・リスクアセスメント票を活用して、ケア会議を開
催し、適切な支援を実施し、治療中断を未然に
防ぐ。

医療

福祉

その他関係機関・住民等

地域移行に取り組む人材の育
成が必要

病院、相談支援事業所等地域移行に関
する人材を育成する。

行政
研修企画のワーキング委員会を開催し、相談

員等の資質向上につながる研修会を企画する。

医療 研修会への参加

福祉

その他関係機関・住民等

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（今年度当初）

目標値
（令和元年度末）

見込んでいる成果・効果

地域移行に関する人材の育成 100 100

退院後支援の計画作成 12 25
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福井県

６
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
今年度の取組スケジュール

時期（月） 実施する項目 実施する内容

R1年4月

5月

6月～9月

8月

11月

市町担当課長会議

保健所担当者会議

保健所単位でのヒアリン
グ

県の体制の検討

人材育成

協議の場の設置について説明

協議の場の設置に向けて意見交換
既存の会議の整理と自立支援協議会での役割

協議の場設置や地域の課題について市町から聞き取り

県全体の体制について、医療、福祉等の団体から聞き取り

地域移行支援者研修
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